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圏 エネルギーと社会的リスク

事故Iノスクと安全評価
AccidentRiskandSafetyAssessment

1．はじめに

1975年に米国で原子炉安全研究(WASH-1400)が

公刊されて以来，原子力発電所の安全評価に確率論的

手法を用いることの有用性が広く認知されている．ま

た石油・化学等の他の産業分野においても，同様の手

法が適用され，潜在する事故の未然防止に重要な役割

を果たしている．

本報では，確率論的な安全評価技術の概要と，リス

クに基づいた意思決定について，および意思決定のた

めの価値分析の重要性について述べる．

2．安全評価と意思決定

危険に対する個人や社会の判断に係わる諸問題を，

一般に安全問題という．安全問題は，

①新しい計画や既存の行為のどこに危険の源がある

のか

②その大きさと発生頻度はどの位か

③それを制御する手段とその効果および費用の関係

はどうか

④どの手段で対応するのが適当か

の4課題からなる．安全問題を定量的に検討するのが

安全評価であり，多くの場合意思決定に至るステップ

を含んだものである．この意思決定のためにリスクと

いう指標が使われることが多い．

リスクは一般的に「事象の発生確率×損害の大きさ」

で表されるが，ここでいう「損害」とはⅧ値の損失」

である．この価値には評価主体によって大きな違いが

存在する．事故による損失は一般的に以下のように5

つの価値項目に分けられるが，例えば原子力発電所と

火力発電所とでは，特に社会的影響の大きさの違いに

より，それぞれの価値項目の重みに違いが生じる．
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この結果，原子力発電所の場合には設備や環境に重大

な影響をもたらす事故の発生そのものをリスクの尺度

として用いる場合が多い．これに対して火力発電所等

の場合は，事故による運用損失や設備損害が主要な損

失と考えられ，経済損失を主としたリスクの尺度を用

いることができる．

このような価値基準に基づいて何らかの尺度によっ

てリスクの意味が定義された後，その値が定量的に得

られれば，これを意思決定に利用することができる．

安全解析と安全評価は同じではなく，安全解析に諸々

の損失に対する価値基準を加味した上で対策の検討に

利用するのが安全評価である．前記の通り価値の意味

合いは一意的なものではなく，評価対象および主体に

よって異なる．このためにリスクの定義は異なったも

のとなる．このような「価値」の特定がなされない場

合には，リスクの定義が暖昧なものとなり，以下に述

べる意思決定に評価結果を適切に活用することができ

ないことに注意する必要がある．

意思決定とは基本的にいくつかの選択肢からの選択

行為であり，他方で選択過程を明示し選択や考察を正

当化する行為ともいえる．このために，望ましいもの

を選択する規範（価値基準）を提供し，これによって

よく考慮された慎重で合理的な決定の支援または誘導

を可能とするものである．

意思決定に当たっては，一般的に何らかの形態で問

題の構造化を図ることが有効である．構造化のパター

ンには図-1に示したようなものがある．構造化手法の

1つにValue-FocusedThinking(VFT)法'）が

あるが，これは種々提案されている多目的問題解決法

を体系的に整理するとともに，意思決定者の価値観を
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図－1意思決定問題の構造化パターンの例
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視点の中心において，評価体系や選択肢の創出が可能

となるように問題の表現様式を構造化した手法である．

VFT法における基本的な問題表現の手順を以下に

示す．

＜手順＞

①意思決定者の戦略的に重要な目的を設定する．

②戦略的目的に基づき，基本目的を階層的に構造化

する．

③基本目的と対応させた，手段一目的効果ネットワー

クを構成する．

④基本目的階層を具体的評価項目で記述できるレベ

ルにまでブレークダウンする．このレベルの基本

目的構造に基づき，具体的な評価体系を構築する．

⑤手段一目的効果ネットワークを具体的な手段にま

でブレークダウンする．具体的手段に基づき，選

択肢を設定する．

⑥得られた評価体系および選択肢について，適切な

多目的意思決定法を適用し，定式化を行う．（多

目的意思決定法として，多属性効用関数法や階層

分析法などがあげられる）

安全評価によって得られるリスクの定量的情報は，

上記の⑥のステップにおいて活用される．

3．確率論的安全評価

リスクという言葉は，一般に潜在する危険をも包含

するものであり，これを取り扱うために事象の発生を

確率的に考慮する．リスクの構成要素である事象毎の

発生確率とそのもたらす被害を，潜在的な事象をも対

象として計算する手法を，確率論的安全評価(PSA)

または確率論的リスク評価(PRA)という．

確率論的安全評価手法は，従来の規制に用いられて

きた決定論的安全評価手法とは，概念も方法論も著し

く異なっている．原子力発電所における決定論的安全

評価では，立地・設計・建設・運転の各段階で十分に

保守的な基準を設け，それをすべて満足すれば施設の

安全性は十分高く保たれると考える．この評価では，

通例ごく少数の代表的（あるいは多くの事故を包括す

るような）事故を想定（単一故障を仮定）し，その事

－42－
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図－3複数の震源からの地震動の評価の概要

故を十分な保守性をもって解析してもなお，あらかじ

め設定した安全基準を満足することをもって，安全性

を保証する．

一方確率論的安全評価の一般的なアプローチは次の

通りであり，発生確率および影響の度合いの観点から，

可能性のあるすべての事故・事象（多重故障を含む）

を評価の対象とする．

①被害の発生に寄与する主要な事故・事象の同定

②被害の発生に至る事象シーケンスの同定

③各事象の発生確率の分析

④各事象シーケンスのもたらす被害の分析

⑤総合的なリスクの分析

最大被害をもたらす事故が最も大きなリスクをもっ

ているとは限らない．確率論的安全評価は，一貫した

論理に基づいて総合的に安全問題を分析できるという

特徴を持っている．地震，火災，浸水といった外的要

因による事象についても，設備の内的要因による事故

・事象と同じように評価され，統一的な尺度でもって

総合的に比較・分析できる．

原子力発電所の内的事象を対象とした確率論的安全

評価の手順については，以前から詳細な解説がなされ

ている2‘3)．またその評価結果は一般に公開されるよ

うになってきている．以下，本節では，地震や火災と

いった外部事象に対する確率論的安全評価の概要につ

いて説明する．

（1）地震に対する確率論的安全評価

地震に対する確率論的安全評価の手順の概要を図－2

に示す．第一のステップで得られる地震ハザード曲線

は，各サイトで発生する各レベルの地震動（最大加速

度等）の1年あたりの発生頻度を表すものである．地

震の発生メカニズムを理解し，将来の地震の発生位置，

時期，規模を正確に予測することは極めて困難である

が，地震の発生を確率事象とみなすことにより，発生

する地震動強度の確率分布を求めることができる．す

なわち確率論的な思考により，可能性のあるあらゆる

地震を総合的に考慮した地震リスクを推定することが

できる．

このような考えに基づき，次のようなステップを踏

んで地震ハザード曲線を算出する．

①問題の地点周辺の地域における地震の発生メカニ

ズムを同定し，地震の規模別発生頻度を推定する．

このために，活断層データや歴史地震データを利

用する．

②それらの複数の震源から，当該地点に地震波が到

達するまでの減衰を考慮し，最大地震動(加速度）

を算定する．活断層（線震源）および地震域（面

震源）からの寄与の評価の概要を図-3に示す．

③局地的地盤の影響を算定する．

ある最大加速度の地震動が発電所が設置された地盤

に与えられた時，建屋や機器はその地震動レベルに応

－43－
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図－4原子力発電所における確率論的火災リスク評価の手順

じて振動する．この振動を建屋や機器の「応答」とい

う．図-2の第二ステップでは，これを評価する．

機器を振動させ，振動のレベルを上げていくと，あ

るレベルに達したときに機器は機能喪失や誤作動，あ

るいは構造的損傷に至る．以下ではこれらをまとめて

単に「故障」と表現する．故障が起きる振動レベルを

機器の「耐力」という．機器の応答が機器の耐力を上

回れば，機器は故障する．

地盤における地震動や機器の耐力には不確実さやば

らつきがあるため，これらはある確率分布を持つもの

として扱われる．このため，機器の故障も起きるか起

きないかではなく，確率値で表される．これが地震に

よる機器の「故障確率」であり，図-2のステップ3で

評価される．

ステップ4における事故シーケンスの発生頻度の算

出手順は，基本的に内的事象に対する確率論的安全評

価と同様であり，次のステップを踏んで炉心損傷事故

の発生頻度を評価する．

①炉心損傷に至るあらゆる事故のシーケンスを同定

する．事故シーケンスは，炉心損傷事故の引き金

となる起因事象（例えば，冷却材喪失事故や外部

電源喪失）毎に，事故の拡大を抑えるための安全

設備（例えば，非常用炉心冷却設備や非常用電源

設備）それぞれが成功するか失敗するかで場合分

けを行って定義する．

②数多くの事故シーケンスを系統的に定義・表現す

るために，「イベントツリー」を作成する．

③各安全設備が機能喪失する原因と確率を，「フォー

ルトツリー」を作成して同定し，評価する．地震

動による複数の機器の故障の相関を考慮する．

④各事故シーケンスの進展確率と起因事象発生確率

から，各地震動レベル毎に事故シーケンスの条件

付き発生確率を評価する．

⑤各レベルの地震動の発生頻度を加味し，炉心損傷

事故の発生頻度の合計値を算出する．

（2）火災に対する確率論的安全評価

火災に対する確率論的安全評価の手順の概要を図－4

に示す．第一のステップでは，安全設備に関連した機

器または電気設備あるいは制御設備のある区画に対し

て火災発生頻度を求める．このために火災データベー

ス等を利用する．

第二ステップでは，各火災区画における火災のそれ

ぞれに対し，何が起こり得るかを検討し，炉心損傷事

故の起因事象を選定する．この起因事象に始まるイベ

ントツリーを作成するが，その際，火災発生によるプ

ラント状態（複数の機器が火災により同時に機能喪失

を起す）を考慮に入れる．フォールトツリーの作成も，

火災発生時の状態を考慮して行う．

第三ステップでは，火災発生後火災が物理的にどの

ように進展するのかを評価する．これにより，時間経

過とともにどの範囲の機器が損傷するかを推定する．

また解析の結果，機器が損傷するまでの時間が得られ

るので，その間における消火成功確率を評価する．

第四ステップでは，火災発生頻度，火災による機器

の損傷確率，消火成功確率等の値を用いて，イベント

ツリーの解析を行い，炉心損傷事故の発生頻度を評価

する．

4．リスクベースの意思決宝

原子力発電所を例として確率論的安全評価の現状に

ついて説明したが，諸外国においては危険物を扱う他

の分野においても，確率論的な思考に基づいて潜在す

－44－
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るリスクが評価され，様々な管理や意思決定に利用さ

れている．

ECは，プロセス産業の大事故によるリスクを抑制

することを目的として，1982年に「特定の工業活動の

大事故の危険性についての理事会指令」（いわゆるセ

ベソ指令）を発令し，加盟各国に対して危険性を伴う

産業活動に対してその危険性を制御する厳しい立法措

置を求めた．後に各国において「定量的なリスク解析」

の法制化という形で結実し,ECや米国の化学産業に

おける安全管理の方式は，このセベソ指令を境にして

劇的な変貌を遂げた．つまり伝統的な注意義務遵守を

ベースにした「規制型」から，「リスク管理型」へと

移行した．

またOECDが1988年に発行した「危険性物質に係

わる防災基本指針｣4)においては，危険性物質に係わ

る事故の防止にあたり，「ゼロ災」という最終目標へ

の到達を目指すことを求める一方，この目標への到達

のために行政機関による安全目標の制定及び規制枠組

みの設定，および企業による安全方針の策定を求めて

いる．すなわち，行政機関に対しては，

、長期的戦略の一環として適切な安全目標を設定し

なければならない

．事故防止のあらゆる局面を網羅した，明確かつ整

合性のある規制枠組みを設定しなければならない

とし，企業に対しては，

、当該企業内の最高水準で合意され，公表され，適

用される，明確かつ意味のある「安全方針」を持

たなければならない．これは，企業の安全意識を

反映し，「ゼロ災」という最終目標および行政機

関によって設定された安全目標を盛り込んだもの

でなければならない．

とし，最終目標への到達は，次のことによって促進で

きるとしている．

・安全関連の目標を設定する

・その目標を公表する

・目標の達成に向けた進捗度を測定する

行政および企業の安全目標については，具体的には

示していないが，あらゆる事故の局面を想定し合理的

な対策を策定するには，確率論的な思考方法が必要と

される．また本指針の中ではリスクという用語が頻繁

に使用されており，「定量的なリスク評価が安全の問

題に関する意思決定に目安を与える」としている．こ

のことから，定量的なリスクの把握に基づいた安全目

標の策定と，意思決定が求められているものと判断で

601

きる．

同指針においては，設計のできるだけ早い段階で危

険性を特定し，その程度を評価して危険性を排除また

は低減する最適の方法を設定するために，危険度解析

HAzOP(オペラビリティスタディ),フォールトツ

リー解析，イベントツリー解析等の客観的審査技術を

利用することとしており，これらの検討には，用役の

停止，電圧の変動，地震，異常気象など異常な外部要

因およびプロセスの危険性を考慮に入れることとして

いる．

現在，欧米の多くの企業では，安全解析を担当する

チームがリスクベースの意思決定のための情報を提供

することが一般的となっている．

原子力発電の分野においても，論理的にはゼロと言

えない何らかの危険度，リスクが存在することをやむ

なく容認するとの認識の認識の上で，確率論的安全評

価を規制の合理的なあり方，あるいは透明性のある規

制の方向に活かす努力が続けられている．

米国においては，従来からリスク評価に基づいて，

安全上重要な因子の特定や有効な安全対策の策定が行

われており，すべての発電所を対象として確率論的安

全評価が実施されている．ここで得られた情報を利用

して，安全への投資効率を考慮した合理的な規制や規

制緩和へ向けた研究が進められている．

行政側は，規制措置の見直しや策定においてリスク

ベースの規制(RiskBasedRegulation)の考え方

をより積極的に取り入れ，

①既存の規制措置を安全性の寄与度により見直す．

すなわち，リスクの観点から重要な設備を明らか

にし，改善を図る．またバランスの悪い要求があ

ればそれを変更する．

②将来の規制措置は定量的な安全性の向上度を考慮

して策定する

などの見通しを示している．

一方産業界側は，コスト・ベネフィット解析に基づ

いた合理的な安全対策の判断基準を提案し，自主的な

保安措置の策定に積極的である．プラントのリスクを

継続的に評価することにより，プラントの安全性と効

率性の両方を改善することができる．安全性の面であ

まり重要でない構造物，システム，機器については，

試験や保守に関する投資を軽減し，逆に安全性の面で

より重要な機器に対して注意を集中させる（意図され

た機能が果たされることを保障するためのモニタリン

グ等による）ことによって，プラント全体の安全性を

－45－
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向上させることが可能である．品質管理要求に対して

リスクベースで優先度を評価することにより，安全性

を維持したまま運転管理費の大幅な削減が可能である

との試算もなされている．

このように，リスク評価によって得られた情報は，

①運転手順の見直しや付加的安全設備の導入は，費

用対効果の分析に基づいた検討を行う

②行政側の観点からは，リスクの低減効果と費用の

比較による規制の正当化を図る

③事業者の観点からは，実際に必要な対策の正当化

を図る

④行政側が安全目標を定量的に示し，事業者はこれ

を満足するべく提案を示す

⑤事業者が内部基準としての積極的な定量的安全目

標を作成する

⑥安全指針等の体系化を図る

⑦リスクベースの運転管理による合理化検討を図る

（規制緩和）

ことなどに利用されつつある．

5．おわりに

「地域社会との関係強化」および債任範囲の変化」

も含めた，安全に関する国際的な動向に対応していく

には，従来のように既存の知識をベースにした安全基

準を守るだけでは不十分であり，積極的に損害や事故

の原因となるリスク源を発見し，事前に有効な対策を

講ずる必要がある．この安全配慮義務の原則は，産業

の種類を問わず波及しつつある．

このような状況の中で，安全評価の目的は，安全審

エネルギー・資源

査への対応を目的とした設計評価に加え，設備投資や

安全投資の効率化・最適化を目的とするなどの意思決

定を伴うものに発展してきた．ここで，リスクという

定量的な表現が可能な尺度を用いて安全性を示すとと

もに，共通の尺度に基づいて総合的に安全性の比較や

議論を行い，リスクの管理が行われるようになってき

た．

このような意思決定の過程においては，安全やリス

クを評価すること自体が目的なのではなく，意思決定

のための1つの情報を提供することが目的である．こ

の認識がないと，評価結果の数値だけが一人歩きして

しまうことになる．さらに，最終的な意思決定や問題

解決のためには明確な価値基準が必要である．価値基

準に基づいた価値分析と意思決定の手続きが確立して

いなければ，安全評価の有用性は半減してしまう．意

思決定の主体が明確な価値基準を持つことが必要でる

が，価値が多様化・複雑化した現代においては，安全

評価と同様に価値分析も技術的に難度の高い問題であ

る．
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